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配当支払開始予定日 平成   １８ 年  ６ 月  ３０日

１．　１８年３月期の業績（１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

（１） 経 営 成 績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  百万円        ％   百万円        ％   百万円        ％

      １８年  ３月  期 ４２，３６３ 4.6 ９７０ 12.2 １，２２２ 19.1

      １７年  ３月  期 ４０，５１３ 1.7 ８６５ 72.7 １，０２６ 59.7

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

      １８年  ３月  期 ２２ ４２ － － ５．０ ５．０ ２．９

      １７年  ３月  期 ３０ ８１ － － ７．２ ４．３ ２．５

(注） ①期中平均株式数 平成１８年３月期 ２０，０６１，９３６株 平成１７年３月期 ２０，０６９，７４２株

②会計処理の方法の変更     無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２） 配 当 状 況

１  株  当  た  り  年  間  配  当  金

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

      １８年  ３月  期 ７ ００ ０ ００ ７ ００ １４０ ３１．２ １．４

      １７年  ３月  期 ７ ００ ０ ００ ７ ００ １４０ ２２．７ １．５

（３） 財 政 状 態

百万円 百万円 ％ 円 銭

      １８年  ３月  期 ２４，９２１ ９，８９７ ３９．７ ４９２ ０９

      １７年  ３月  期 ２４，１４２ ９，２２９ ３８．２ ４５８ ５９

(注） ①期末発行済株式数 平成１８年３月期 ２０，０５８，４３０株 平成１７年３月期 ２０，０６５，０１３株

②期末自己株式数 平成１８年３月期 ４３，５７０株 平成１７年３月期 ３６，９８７株

２．　１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

　　１株当たり年間配当金

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

２１，０００ ４２０ ２００ － － － － － －

４１，２００ ８３０ ４００ － － ７ ００ ７ ００

（参考）　１株当たり予想当期純利益（通期） 19円94銭

*上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在

　における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

売上高
経常利益率

配当性向
配 当 率
株主資本

総資本
経常利益率

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

当期純利益
1株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

通　　　　期

中   間   期

６４６ 82.3　

売　　上　　高

総    資    産

４７６ △26.3　

（年    間)
配当金総額

中  間 期  末

期　　　末

1株当たり株主資本株  主  資  本 株主資本比率

中間
経 常 利 益 当 期 純 利 益
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（単位：百万円未満切り捨て）

          期    別

  科    目 金      額 金      額 金      額

％ ％

１６，９５６ 68.0 １６，７１２ 69.2 ２４４

現 金 及 び 預 金 ２，５５７ ２，９０３ △ ３４６

受 取 手 形 １，８７５ １，９９１ △ １１６

売 掛 金 ９，８３０ ９，５７６ ２５４

商 品 ２，３００ １，９６７ ３３２

立 替 金 １３４ １７ １１７

繰 延 税 金 資 産 １７８ １７８ △ ０

そ の 他 １００ １０６ △ ６

貸 倒 引 当 金 △ １９ △ ２８ ９

７，９６４ 32.0 ７，４２９ 30.8 ５３４

３，８８９ 15.6 ３，８６４ 16.0 ２４

建 物 １，２３３ １，１５７ ７６

構 築 物 ４９ １７ ３１

機 械 装 置 ０ ０ △ ０

車 輌 及 び 運 搬 具 ０ ０ ― 

器 具 及 び 備 品 １６ １７ △ ０

土 地 ２，４７０ ２，６７２ △ ２０１

建 設 仮 勘 定 １１８ ― １１８

２８ 0.1 ２８ 0.1 ０

借 地 権 １８ １８ ― 

商 標 権 ０ ― ０

電 話 加 入 権 １０ １０ ― 

施 設 利 用 権 ０ ０ △ ０

４，０４６ 16.3 ３，５３６ 14.7 ５１０

投 資 有 価 証 券 １，４６１ ８１７ ６４３

関 係 会 社 株 式 １，０００ １，０００ ― 

出 資 金 ２ ２ ― 

長 期 貸 付 金 １，７００ １，８４２ △ １４２

差 入 保 証 金 １５０ １４７ ２

敷 金 ２５０ １９８ ５２

固 定 化 債 権 ８２ ７７ ５

そ の 他 ２５３ ２４９ ４

貸 倒 引 当 金 △ ８５５ △ ７９９ △ ５５

２４，９２１ 100.0 ２４，１４２ 100.0 ７７９

　貸　借　対　照　表　

資 産 合 計

前          期

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)

構 成 比 構 成 比

流 動 資 産

固 定 資 産

（資産の部）

投 資 そ の 他 の 資 産

当          期
 増   減

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
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（単位：百万円未満切り捨て）

          期    別

  科    目 金      額 金      額 金      額

％ ％

１２，６２４ 50.7 １２，９０２ 53.5 △ ２７８

支 払 手 形 ３，４１９ ３，１８９ ２２９

買 掛 金 ７，０１６ ７，０７０ △ ５３

短 期 借 入 金 ５００ ９００ △ ４００

一年以内返済予定の
長 期 借 入 金

４８３ ５３５ △ ５１

未 払 金 ４４２ ４１０ ３２

未 払 法 人 税 等 ３２０ ３４９ △ ２９

未 払 消 費 税 等 ２５ ４７ △ ２２

未 払 費 用 ８４ ８２ ２

預 り 金 ２９ ２６ ２

賞 与 引 当 金 ２８６ ２８１ ５

そ の 他 １６ ９ ６

２，３９９ 9.6 ２，００９ 8.3 ３９０

長 期 借 入 金 １，２３４ １，１０６ １２７

繰 延 税 金 負 債 ２４５ １３ ２３１

退 職 給 付 引 当 金 ２８８ ２６２ ２５

預 り 保 証 金 ６３１ ６２６ ５

１５，０２３ 60.3 １４，９１２ 61.8 １１１

１，００５ 4.0 １，００５ 4.2 ― 

２，９６８ 11.9 ２，９６８ 12.3 ― 

資 本 準 備 金 ２５１ ２５１ ― 

その他資本剰余金 ２，７１７ ２，７１７ ― 

５，３１１ 21.3 ５，００２ 20.7 ３０８

任 意 積 立 金 ３，２２７ ３，０２７ ２００

当 期 未 処 分 利 益 ２，０８３ １，９７５ １０８

６２１ 2.5 ２５９ 1.0 ３６１

△ ９ △ 0.0 △ ６ △ 0.0 △ ２

９，８９７ 39.7 ９，２２９ 38.2 ６６７

２４，９２１ 100.0 ２４，１４２ 100.0 ７７９

構 成 比 構 成 比

(資本の部)

負 債 ・ 資 本 合 計

固 定 負 債

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

 増   減

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

流 動 負 債

(負債の部)

当          期 前          期

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)
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（単位：百万円未満切り捨て）

            期    別     当              期     前              期

 自 平成 17年  4月   1日  自 平成 16年  4月   1日 増　　減

 至 平成 18年  3月  31日  至 平成 17年  3月  31日

 科    目  構 成 比  構 成 比

      ％       ％

４２，３６３ 100.0 ４０，５１３ 100.0 １，８４９

３４，７９６ 82.1 ３３，４３９ 82.5 １，３５６

売 上 総 利 益 ７，５６６ 17.9 ７，０７４ 17.5 ４９２

６，５９６ 15.6 ６，２０８ 15.4 ３８７

営 業 利 益 ９７０ 2.3 ８６５ 2.1 １０５

３２２ 0.8 ２４２ 0.6 ７９

受取利息及び配当金 ６７ ６５ ２

そ の 他 ２５４ １７７ ７６

７０ 0.2 ８１ 0.2 △ １０

支 払 利 息 ３０ ２８ １

社 債 利 息 ― １１ △ １１

そ の 他 ４０ ４２ △ １

経 常 利 益 １，２２２ 2.9 １，０２６ 2.5 １９５

２３ 0.1 ７９ 0.2 △ ５５

固 定 資 産 売 却 益 １７ ― １７

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ６ ７９ △ ７３

２８０ 0.7 ２３ 0.0 ２５６

固 定 資 産 除 却 損 ６２ ４ ５７

投資有価証券評価損 ― ３ △ ３

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ４１ ７ ３４

役 員 退 職 慰 労 金 ４０ ８ ３２

減 損 損 失 １２９ ― １２９

そ の 他 ５ ０ ５

９６６ 2.3 １，０８３ 2.7 △ １１６

５０４ 1.2 ４６８ 1.2 ３５

△       １４ △ 0.0 △       ３２ △ 0.1 １７

４７６ 1.1 ６４６ 1.6 △ １６９

１，６０６ １，３２９ ２７７

２，０８３ １，９７５ １０８

法人税、住民税及び事業税

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

販売費 及び一般管理費

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

特 別 利 益

　損　益　計　算　書　

金      額 金      額

売 上 原 価

売 上 高

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

－4－



  （単位：百万円未満切り捨て）

期　　別　 　　　　　当　　　　　　期 　　　前　　　　　　期

 　　　自 平成 17年 4月 1日  　自 平成 16年 4月 1日

　　　 至 平成 18年 3月31日 　 至 平成 17年 3月31日

　科　　目 　　　　　金　　　　　　額 　　　金　　　　　　額

当 期 未 処 分 利 益 ２，０８３ １，９７５

これを次のとおり処分します。

利 益 配 当 金 １４０ １４０

役 員 賞 与 ２６ ２８

（うち監査役分）          （ ２ ） （ ２ ）

別 途 積 立 金 ２００ ２００

次 期 繰 越 利 益 １，７１６ １，６０６

そ の 他 資 本 剰 余 金 ２，７１７ ２，７１７

これを次のとおり処分します。

その他資本剰余金次期繰越額 ２，７１７ ２，７１７

  （単位：百万円未満切り捨て）

                 期  別  　 当　　      期   　前          期

 自 平成 17年 4月 1日  自 平成 16年 4月 1日 　　　増　　　　減

 至 平成 18年 3月31日  至 平成 17年 3月31日

  品  目 金     額    金     額 　金     額

％ ％ ％

トレーニング・競技ウェア ８，６１１ 20.3 　 ８，１３２ 20.1       ４７８

ス キ ー 用 品 ２，４２８ 5.7  　２，４２４ 6.0  　　　　 ４

野 球 ・ ソ フ ト 用 品 ９，３５４ 22.1  　８，４５１ 20.8       ９０２

テニス・バドミントン用品 ６，７５１ 15.9  　６，６３０ 16.4       １２１

ス ポ ー ツ シ ュ ー ズ ２，６５６ 6.3  　２，５６１ 6.3   　　　９４

陸 上 用 品 ６２８ 1.5 　　　 ８８３ 2.2   △  ２５５

サ ッ カ ー 用 品 ５，４６１ 12.9  　５，５８９ 13.8   △  １２８

球 技 ボ ー ル ３１９ 0.7  　　　３０９ 0.8   　　  １０

ア ウ ト ド ア 用 品 ２８２ 0.7  　　　２４１ 0.6 　　　　４０

そ の 他 ５，８６９ 13.9  　５，２８９ 13.0 　　　５７９

計 ４２，３６３ 100.0  ４０，５１３ 100.0 　１，８４９

　利　益　処　分　案　

　品目別売上高比較　

構 成 比 構 成 比 増 減 率

5.9

0.2

10.7

1.8

3.7

11.0

4.6

△ 28.9

△　2.3

3.4

16.8
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重要な会計方針
１． 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

子会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

①時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

②時価のないもの 移動平均法による原価法

（２）棚卸資産         先入先出法による原価法

２． 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産             定率法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。

（２）無形固定資産              定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。

３． 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

（２）賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当期の負担額

を計上しております。

（３）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理することとしております。

４． リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

　賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっており

ます。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金の利息

（３）ヘッジ方針 借入金に係る資金調達コストの低減を目的で金利スワップ取引を行っており、

投機目的の取引は行っておりません。

（４）ヘッジ有効性の評価の方法 特例処理の要件を満たしているためヘッジ有効性の評価を省略しております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

重要な会計方針の変更
　　固定資産の減損に係る会計基準

　　　当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

　　審議会　平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

　　平成１５年１０月３１日）を適用しております。これにより税引前当期純利益は１２９百万円減少しております。

　　　なお、減損損失累計額につきましては、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

当　　　　期 前　　　　期

  １．有形固定資産の減価償却累計額 ２，０１４ 　百万円 ２，２０７ 　百万円 

  ２．担保資産及び担保付債務

            担保に供している資産の額

  建             物 ２１６   百万円 ２６６   百万円 

  土             地 １，５７８   百万円 １，６４１   百万円 

  投 資 有 価 証 券     ９９７   百万円     ５３６   百万円 

       合    計 ２，７９１ 　百万円 ２，４４５ 　百万円 

            上記に対応する債務

  短  期  借  入  金 １００   百万円 ３００   百万円 

  長  期  借  入  金 １，１５９   百万円 １，４６６   百万円 

     (１年以内返済予定長期借入金を含む)

       合    計 １，２５９   百万円 １，７６６   百万円 

  ３．保証債務     １０６   百万円     １３６   百万円 

（損益計算書関係）

　　　減損損失

　　当期において、当社は以下の資産グループについて減損処理を計上いたしました。

減損損失（百万円）

３２

１

９６

１２９

　　当社は、主として継続的に損益を把握している事業部門をグルーピングの単位としております。ただ

　し、処分予定資産、事業の用に供していない賃貸資産及び遊休資産については、個別の資産グルーピン

　グの単位としております。

　　上記のうち賃貸資産については、当期において賃借人の倒産により今後の家賃収入の目途がなくなり、

　遊休資産については、今後の利用見込がないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、その減少額を

　減損損失として特別損失に計上いたしました。また、処分予定資産については、帳簿価額を回収可能価

　額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

　　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として路線価による相続税評価額に基づ

　き評価し、売却や他の転用が困難な資産についてはゼロ評価しております。ただし、上記処分予定資産

　については、不動産鑑定士による鑑定評価額に基づき評価しております。

（リース取引関係）

      ＥＤＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券関係）

      当期及び前期のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。

遊 休 資 産

土 地 及 び 建 物 等

土 地

土 地 及 び 建 物 等

　　　　　　　　　　　　合　　　　　　　計

処 分 予 定 資 産

場　　所

北海道北見市

兵庫県赤穂郡

北海道石狩市

種　　類用　　途

賃 貸 資 産
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税効果会計関係の注記

  繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳   繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

    当　　　期     前　　　期

貸倒引当金損金算入限度超過額 ３１４ 百万円 貸倒引当金損金算入限度超過額 ３０１ 百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 １１７ 百万円 賞与引当金損金算入限度超過額 １１４ 百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 １１６ 百万円 退職給付引当金損金算入限度超過額 １０６ 百万円

減損損失 ３９ 百万円 ゴルフ会員権評価損否認 ３３ 百万円

ゴルフ会員権評価損否認 ３３ 百万円 その他 ５９ 百万円

未払事業税等否認 ２０ 百万円 繰延税金資産小計 ６１４ 百万円

その他 ４６ 百万円 評価性引当額 △　２７１ 百万円

繰延税金資産小計 ６８７ 百万円 繰延税金資産合計 ３４２ 百万円

評価性引当額 △　３３０ 百万円

繰延税金資産合計 ３５７ 百万円

（繰延税金負債） （繰延税金負債）

    当　　　期     前　　　期

その他有価証券評価差額金 △  ４２４ 百万円 その他有価証券評価差額金 △  １７７ 百万円

繰延税金負債合計 △  ４２４ 百万円 繰延税金負債合計 △  １７７ 百万円

繰延税金資産の純額 △  　６７ 百万円 繰延税金資産の純額 １６５ 百万円

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含

まれております。 まれております。

流動資産 ― 繰延税金資産 １７８ 百万円 流動資産 ― 繰延税金資産 １７８ 百万円

固定負債 ― 繰延税金負債 △  ２４５ 百万円 固定負債 ― 繰延税金負債 △    １３ 百万円

１．代表者の異動

該当事項はありません。

２．その他の役員の異動

　（１）新任取締役候補

常務取締役　管理統括本部長 池下　正憲（現　管理統括本部長）

　（２）退任予定取締役

村松　武雄（現　取締役）

　（３）昇格予定取締役

常務取締役　社長室長
兼総務本部長兼総務部長

　（４）新任監査役候補

監査役（常勤） 村松　武雄（現　取締役）

　（５）監査役の異動

監査役（非常勤） 深田　則男（現　常勤監査役）

以　　上

　役員の異動（平成１８年６月２９日付予定）

渡辺　裕之（現　取締役社長室長兼総務本部長兼総務部長）
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